
（単位：千円）

流動資産 321,711 流動負債 393,499

  現金及び預金 6,029  買掛金 129,581
 売掛金 193,998  支払手形 8,100
 製品 39,096  短期借入金 187,000
 仕掛品 13,094  未払金 10,396
 原材料 69,204  未払法人税等 3,340
 前払費用 268  未払消費税等 13,432
 未収入金 23  未払費用 20,762

 預り金 3,511
 賞与引当金 17,376

固定資産 390,886 固定負債 50,058

   有形固定資産 379,578  退職給付引当金 44,190
 建物 216,819  株式給付引当金 1,931
 構築物 9,187  役員株式給付引当金 3,937
 機械装置 2,776
 車両運搬具 0 443,557
 工具器具・備品 2,776
 土地 148,020

株主資本 269,040

   投資その他の資産 11,308 資本金 20,000
 差入敷金 333
 出資金 10,975 資本剰余金 20,263

   資本準備金 263
   その他資本剰余金 20,000

利益剰余金 228,777
  利益準備金 4,737
   その他利益剰余金 224,040
     繰越利益剰余金 224,040
     （当期純利益） (22,981)

269,040
712,597 712,597

第69期決算公告

貸借対照表（令和4年3月31日現在）

純 資 産  の  部

令和4年6月29日
新潟県新潟市東区木工新町372番地2

新潟洋家具 株式会社
代表取締役社長 小久保 宏

科 目 科 目金 額 金 額

資  産  合  計
純 資 産 合 計

負債及び純資産合計

負 債 合 計

資   産   の   部 負   債   の   部



新潟洋家具 株式会社

【重要な会計方針】

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法
  製品、仕掛品 売価還元法による原価法
  原材料 先入先出法による原価法
  貯蔵品 個別法による原価法

２．固定資産の減価償却方法
  有形固定資産 建物（建物附属設備を含む）及び平成28年4月1日以降に取得した構築物は

定額法、その他の有形固定資産については定率法によっております。

３．引当金の計上基準
  賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しており

ます。
  退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額を退職給付債務と

する方法を用いた簡便法により計上しております。
    株式給付引当金 株式給付規程に基づく株式会社長谷工コーポレーション株式の給付に備える

ため、当期末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。
    役員株式給付引当金 役員株式給付規程に基づく株式会社長谷工コーポレーション株式の給付に

備えるため、当期末における株式給付債務の見込額に基づき計上しておりま
す。

４. 収益及び費用の計上基準
  製品売上 当社では、住宅設備関連製品等の製造を行っており、顧客へ製品を引き渡した

時点で収益を認識しております。

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス
・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっております。

６．連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。

【会計方針の変更】

 （収益認識に関する会計基準等）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下
「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財
又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受
け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしています。これにより、収益認
識会計基準等の適用による財務諸表に与える影響はありません。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書
きに定める経過的な取扱いに従っていますが、当事業年度の損益及び期首剰
余金に与える影響はありません。
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